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1. プログラムの概要と円借款による協力 
1.1 背景 
ベトナム政府は、1986 年のドイモイ政策以来対外開放政策を推進しており、さらなる

市場経済化、国際経済への統合1等を通じた経済成長の促進と貧困削減に取り組んでいる。

また、2002 年 5 月に包括的貧困削減成長戦略(Comprehensive Poverty Reduction and Growth 
Strategy ：CPRGS)を策定し、国営企業改革、民間セクター振興、金融セクター改革、市

場経済化、貿易自由化、教育・保健等社会セクターの政策改善・制度強化、行政改革・ガ

バナンスの強化等の政策課題に取り組んでいる。 
ベトナムは、これらの諸改革を通じ 2002、2003、2004 年にはそれぞれ 7％を超える高

い経済成長を続けており、結果として、人口全体に占める貧困層の割合は 1993 年の

58.1％から 2002 年の 28.9％、2004 年の 19.5％まで低下してきている。しかし、貧困ライ

ン周辺に属する人口が多く、農村部と都市部の地域経済格差は増大する傾向にある。また、

貧困層は自然災害等の外部要因にも影響を受けやすい脆弱な構造となっている。 
世界銀行はCPRGSを支援する枠組みとして、ベトナムに対して貧困削減支援借款 

(Poverty Reduction Support Credit：PRSC)を段階的に供与している。日本政府および国際協

力銀行(以下、JBIC)は、「CPRGSの拡大」2および日越共同イニシアティブ3での取り組み

                                                  
1 ベトナムは 2007 年 1 月に 150 番目の WTO 加盟国になった。 
2 日本からの働きかけがきっかけとなって、ベトナム政府は CPRGS に成長促進措置の一つで

ある大規模インフラの役割に関する章を追加した。(2003 年 11 月) 

 1



を通じて着目した問題意識をふまえて、日本として実現していきたい政策メッセージをも

って第三次貧困削減支援借款(PRSC3)より協調融資を行っている。前者の「CPRGSの拡

大」は大規模インフラ整備の際に留意すべき政策課題と、後者の日越共同イニシアティブ

はベトナムの投資・ビジネス環境整備を進める際の政策課題と密接に関連している。した

がってPRSC3 では、日本政府およびJBICは、(1)CPRGSの資源配分メカニズムを通じた公

共財政管理の適正化と、(2)投資促進およびビジネス環境の整備を重視し、政策対話等を通

じた案件組成に積極的に参加した(図 1 参照) 。後続のPRSC4、5 では、日本政府および

JBICは上記に加えて、(3)金融セクター改革と、(4)国営企業改革を重点分野とし、ベトナ

ム政府、世界銀行および他のドナーとの協議に対し引き続き積極的な連携・調整・貢献を

行っている。 
このように、日本政府および JBIC は、CPRGS の目標であるベトナムの経済成長と貧困

削減を、PRSC を通じて積極的に支援してきている。なお、JBIC は、ベトナムに対する国

別業務実施方針において、持続的経済成長と国際競争力強化、および貧困削減への重点的

な支援を掲げている。さらに、政策・制度改善にも重点的に支援を行うとしている。JBIC
は、PRSC6 より開始された PRSC の第 2 ラウンドへの協調融資も継続して行ってきている。 
 

図 1  日本の PRSC3 協調融資参加の意義 
 

 
 

出典: 島村真澄(2005) 「ベトナムにおける日本の制度・政策への能動関与－現地 ODA タスクフォー

スが果たした役割、援助協調の意味とは」GRIPS 開発フォーラム 

ベトナムの

成長戦略を

サポート 

PRSC3 協調融資への参加 

プロジェクトの経験を 
ボトムアップ 

国際ビジネス界に裨

益する事項を抽出 

CPRGSの拡大 
インフラ整備の際の政策課題

• 公共財政管理の向上 
• 計画プロセスの強化 
• 維持管理への考慮 

日越共同イニシアティブ 
投資環境整備の際の政策課題 
• 民間セクター開発 
• インフラ整備 
• 土地 
• 財務のアカウンタビリティ 
• 公共行政改革 等 

 
 
1.2 目的 

PRSC プログラムは、ベトナム政府が進める各種改革を支援することにより、CPRGS に

                                                                                                                                                        
3 投資環境整備によるベトナムの競争力強化を目指す日越二国間の取り組み。 

 2



掲げられた各分野での政策課題：①市場経済への移行、②包括的で持続的な開発、③近代

的ガバナンスの構築の達成を図り、もってベトナムの貧困削減および経済成長に寄与する

ことを目的としている(表 1 参照)。このうち、日本政府および JBIC は特に公共財政管理、

投資・ビジネス環境整備、国営企業改革、金融セクター改革の各分野を重視している(表 2
参照)。 
 

表 1 PRSC が扱う改革分野 
柱(Pillar) セクター 

①市場経済への移行 貿易における国際統合、国営企業改革、金融セ

クター改革、民間セクター開発、インフラスト

ラクチャー 
②包括的で持続的な開発 教育、保健、社会保障、土地・森林、水、環

境、ジェンダー 
③近代的ガバナンスの構築 計画プロセス、公共財政管理、財務のアカウン

タビリティ、法整備、行政管理、反汚職、情報

のアベイラビリティ 
 

表 2 日本政府および JBIC が重視する主要分野 
重点分野 関連セクター 

公共財政管理 公共財政管理、計画プロセス 
日越共同イニシアティブ関

連の投資・ビジネス環境整

備 

貿易における国際統合、民間セクター開発、イ

ンフラストラクチャー、土地・森林、環境、財

務のアカウンタビリティ、行政管理、反汚職 
国営企業改革 国営企業改革 
金融セクター改革 金融セクター改革 

 
1.3 借入人／実施機関 
ベトナム社会主義共和国政府／ベトナム国家
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1.4 借款契約概要 
 PRSC3 PRSC4 PRSC5 

円借款承諾額 /実行

額 
20 億円/ 
20 億円 

25 億円/ 
25 億円 

25 億円/ 
25 億円 

交換公文締結／借款

契約調印 
2004 年 12 月 21
日/ 2004 年 12 月  

21 日 

2005 年 11 月 30
日/ 2005 年 12 月 2

日 

2007 年 3 月 30
日/ 2007 年 3 月

30 日 
借款契約条件 
- 金利 
- 返済期間 

(うち据置期間) 
- 調達条件 

 
1.3％ p.a. 

30 年 
(10 年) 

一般アンタイド

 
1.3％ p.a. 

30 年 
(10 年) 

一般アンタイド 

 
1.3％ p.a. 

30 年 
(10 年) 

一般アンタイド

貸付完了 2005 年 3 月 28
日 

2006 年 1 月 27 日 2007 年 8 月 17
日 

 

２．ベトナム PRSC の既存の評価について 
ベトナム PRSC については異なる機関によってすでに複数の評価が実施されている。

今次の評価にあたっては既存の評価結果等も参考にしている。そのおもなものは下記

のとおりで、これらの報告書で使用した関連データや資料は本件評価でも活用してい

る。 
① Quality at Entry Panel (PRSC 2 対象) 
② OECD DAC 一般財政支援共同評価 (PRSC 4 まで対象) 
③ 世銀実施完了結果報告書 (PRSC1～5 対象) 
④ 世銀独立評価グループ(PRCS 6 まで対象)、現在実施中 

 
上記のうち、②OECD DAC一般財政支援共同評価は、OECD DACのイニシアティブ

により、ベトナムを含む 7 カ国4を対象とした一般財政支援の共同評価の一環として実

施されたもの。同評価は第三者による独立した評価であるが、世界銀行、関連ドナー

および途上国政府の主たるカウンターパートとの協議を経て実施されている。今次の

JBIC第三者評価は、このOECD DAC一般財政支援共同評価で採用された評価手法を参

考にした。図 2 は同評価手法であるEnhanced Evaluation Framework(EEF)の概要を示し

たものである。EEFのおもな特徴は以下のとおり(出所：OECD DAC一般財政支援共同

評価報告書(2006))。 
・OECD DAC 5 項目評価基準を適用 
・一般財政支援で考えられる効果の順序を示したロジカル・フレームワークを適用 
・ロジカル・フレームワークに、追加的にレベル 0 として、一般財政支援導入当時

の初期条件を導入 

                                                  
4 ブルキナファソ、マラウイ、モザンビーク、ニカラグア、ルワンダ、ウガンダ、ベトナ

ムの 7 カ国 
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・一般財政支援の貧困削減へのインパクトを資金フロー・制度・政策の 3 つの効果

に分割して勘案 
・モニタリングに十分留意し、フレームワーク内のフィードバック効果を勘案 

 
図 2  OECD DAC 一般財政支援共同評価の Enhanced Evaluation Framework 

 
出典：OECD DAC 一般財政支援共同評価報告書(2006) 

 
図 3 は、OECD DAC 一般財政支援共同評価 EEF を参考に、日本政府／JBIC が重視

する PRSC の改革分野について、評価者が作成したロジカル・フレームワークである。

本件評価においても OECD DAC 5 項目評価基準を適用した。ロジカル・フレームワー

クは以下の要素で構成されている。 
・インプットおよび活動：PRSC 資金、政策対話、コンディショナリティ、技術支援

／能力開発、ドナー協調 
・アウトプット：PRSC が対象とする改革分野のうち、今次 JBIC 事後評価は次の 5

分野を取り上げた。(PRSC3、4、5 のプログラム形成時に、JBIC が事前評価にお

いて特定した各重点分野の開発成果指標は表 5 を参照)  
・公共財政管理 
・計画プロセス 
・民間セクター開発 
・国営企業改革 
・金融セクター改革 

・アウトカム：PRSC の 3 本柱である、(1)市場経済への移行、(2)包括的で持続的な

開発、(3)近代的ガバナンスの構築 
・インパクト：ベトナムの貧困削減と経済成長 
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図 3  PRSC のロジカル・フレームワーク(日本政府／JBIC の重点改革分野が対象) 

 

16

＜ビジネス・投資環境の整備(日越共同イニシア

ティブ)に関連する分野＞ 

貿易における国際統合、インフラストラクチャー、

土地・森林、環境、財務のアカウンタビリティ、法

整備、公共行政改革、反汚職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インパクト アウトカム 

(PRSC の 3 つのピラー) 

アウトプット＆ 目指している方向性 

各種改革分野のうちの 5 分野 

(*PRSC3 は 3 分野) 

 

インプット 

2006 年時点で想定されて 

いたもの 

アクティビティ 

貧困削減 

経済成長 

市場経済への移行 

包括的で持続可能 

な開発 

近代的ガバナンス

の構築 

*公共財政管理 

公的セクターの効率的・効果的なフ

ァイナンシャルマネジメント 

*計画プロセス 

成長と貧困緩和を意識した効率的・

効果的な事業計画策定 

国営企業改革 

国営企業の削減と体質の改善 

金融セクター改革 

健全な監督・規制環境による金融

セクター健全性実現

維持管理費用への十分な考慮の確保と

それに関連する policy action 等 

成長と貧困緩和へのインパクトに基づく基

準による公共投資事業の選定審査とそれ

に関連する policy action 等 

全ての企業への共通の規制適用による平

等な競争条件の確保とそれに関連する

policy action 等 

 

約2,100社までの国営企業の削減とそ

れに関連する policy action 等 

ベトナム国家銀行(SBV)の監督・規制機能へ

の特化とそれに関連する policy action 等 

 

*民間セクター開発 

公平な事業環境に基づく民間セクター

の発展 

 
今次事後評価においては、さらに、世界銀行による③PRSC1-5 の実施完了結果報告

(ICR, 2007 年 6 月 29 日)および一連のプログラム文書も参考にした。 
 

３．評価結果（レーティング：A） 
3.1 妥当性（レーティング：a） 
妥当性の評価では、①援助アプローチとしての PRSC の妥当性（特に、ベトナム政

府のオーナーシップ、ベトナム国家戦略・開発計画等への支援のアラインメントの観

点）、②日本/JBIC の PRSC 枠組み参加の適切性（特に、日本の PRSC への参加目的の

達成、日本の PRSC プロセスへの貢献の観点）の二つの視点から評価を行った。 
 
3.1.1 援助アプローチとしての PRSC の妥当性 

PRSCプログラムは、審査時および事後評価時ともに、ベトナムの国家政策と整合的

で、おおいに関連性を有する。PRSCはCPRGSおよび政府の改革プログラムの実施を支

援しており、ベトナムの開発課題・優先順位の変化に応じて、時代とともに柔軟にそ

の対応を進化させてきた。PRSC1 はワシントン・コンセンサス下での構造調整借款型

支援(SAC：Structural Adjustment Credit)の特徴を有し、マクロ経済・構造改革関連のコ
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ンディショナリティが中心であった5。PRSC2 では貧困問題の多次元性を反映して、改

革対象分野が社会開発セクターやガバナンス等の分野横断的な課題に拡大した。

PRSC3 以降は、経済成長と貧困削減のリンケージにより配慮した、政策アクションの

選定が行われている。なお、PRSC 3、4、5 は大規模インフラの役割にかかわるあらた

な章が追加された「拡大後」のCPRGSが基本文書となっている。 
PRSCはベトナム政府のオーナーシップを尊重した支援プログラムで、政府の開発政

策へのドナー支援のアラインメントを促進しており、ベトナム支援の手段として効果

的に機能している。PRSCの「backward-looking」6なプロセスは、ベトナム政府および

関係ドナーによる良好なパートナーシップ関係を基盤として、改革プログラムの継続

的なモニタリングと評価を促進している。PRSCは政策対話のワン・ストップのプラッ

トフォームとしての機能を有しており、関係者間で継続的に連携・調整をはかりなが

ら改革の枠組みや方向性を策定していく、いわば「コートハンガー」としての重要な

役割を担っている7。 
 
3.1.2 日本／JBIC の PRSC 枠組み参加の適切性 

日本政府/JBICは二国間援助(例：プロジェクト援助、日越共同イニシアティブ等)と
多国間援助(例：PRSC)の相乗効果を考慮しながら、これらを組み合わせて、戦略的に

支援を行ってきた。日本政府は、ベトナムの成長戦略を支援するという明確な政策メ

ッセージを持ってPRSCプロセスに積極的にかかわってきており、予見性・透明性の高

い、質の高い知的貢献を行ってきた8。日本政府／JBICのPRSC枠組みへの参加は、多

様な関心事項や優先分野を有するドナー間のバランスの向上にも貢献してきた9。 
 

                                                  
5 ＜参考＞ベトナムにおける PRSC 導入の背景(世界銀行 PRSC1 ICR, 2003 年 6 月 27 日 
より) 
ベトナムでは SAC I (1994-96)供与の後に、SAC II を供与するための政策フレームワー

クペーパーの協議を続ける過程で、PRSC という新しいツールが採用された。(結局、

SAC II は供与されず、PRSC にすりかわった)。その背景には、ベトナム政府の 10 カ

年戦略(2001-2010)や 5 カ年計画(2001-2005)の策定や、PRSP 導入等の動きが始まり、ベ

トナム政府も 2000 年 4 月には I-PRSP(Interim Poverty Reduction Strategy Paper)の策定を

開始するなどしたため(I-PRSP は 2001 年 3 月に完成)、世銀も PRSC というあらたなツ

ールが利用できるようになったことがある。 
6 PRSC は、CPRGS で定められた改革の方向性に沿った改革項目がベトナム政府によっ

て実施されたことを確認し、その達成へのいわば報酬のかたちで融資契約が締結され、全

額のディスバースが行われる。したがって、従来の構造調整借款が「事前的」、すなわち

借款契約において改革項目をコンディショナリティとして設定し、その達成を条件として

段階的なディスバースを行ってきたのとは違い、PRSC は「事後的：backward-looking」
である。 
7 現地ドナー関係者の発言。 
8 現地ドナー関係者の発言。 
9 現地ドナー関係者の発言。PRSC の開始当初は、貧困削減・社会開発重視を唱える欧州

ドナーが多数を占めるなかで、経済成長の重要性も指摘してきた日本が加わったことの重

要性を指したもの。 
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3.1.3 妥当性の評価 
PRSC は年代に応じてベトナムの開発課題・ニーズに柔軟に対応しており、ベトナ

ム政府のオーナーシップを尊重しつつ、支援のアラインメントを促進する援助アプロ

ーチとして有効に機能していると考えられる。また、日本は従来からの二国間援助と

多国間援助(PRSC)を組み合わせながら日本の「声」を発信し、戦略的な援助を実現し

ており、他ドナーからも日本の貢献を高く評価されている。このことから、本事業の

実施は審査時および事後評価時ともに、開発ニーズ、開発政策と十分に合致しており、

事業実施の妥当性は高い。 
 
3.2 効率性（レーティング：a） 
効率性の評価では、インプット（費用、時間的要素、手間・取引コスト）からアウ

トプット達成の効率性に着眼し評価を行った。 
 

3.2.1 PRSC 資金 
PRSC資金はベトナム政府が進める各改革分野の追加的な支出をカバーしている。表

3 は、社会セーフティネット整備、保健医療ファンド整備、教育予算に対してPRSC資
金が増加的に充当されていることを示している。これは、ベトナム政府のpro-poorな政

策課題に対してPRSC資金が優先的に配分され、政府の財政負担の軽減に活用されてい

ることを示すものである10。 
 

表 3  改革のコストおよび PRSC 資金 
(百万 US$; 推計)  2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年

国営商業銀行改革 307 292 101 0 0
社会セーフティネット整備 2 34 83 178 104
保健医療ファンド整備 0 33 46 48 91
教育予算 0 46 160 362 537
合計 309 405 389 587 731
PRSC の寄与率（％） 39.5 31.3 42.9 30.7 29.1
出典：世界銀行資料 

 
3.2.2 時間的要素 

PRSC で実施が求められる政策アクションの一つに、関係改革分野における法律文

書の制定がある。政治要因等により行政のコントロールの及ばない面があるが、PRSC
の毎年のサイクルに基づく一定のプレッシャーのもと、効率的に制定作業が進められ

ている。なお、ベトナム政府(行政サイド)は法律文書(法律および下位文書)の策定プロ

                                                  
10 なお、現地ドナー関係者から、ドナーにとっての PRSC 資金の意義について次の発

言があった。「各ドナーは、PRSC への参加を通じて最小限の資金負担で包括的にベト

ナムの改革についての情報が得られる。ベトナムの改革が前進している限り、PRSC
の収益率(rate of return)は無限大だ」 
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セスに重要な役割を果たしているが、最終的な決定については、ほとんどの法律が国

会の承認事項となっている。したがって法律制定にしばしば遅延が見られることもあ

り、こうした問題は特に、金融セクター改革の分野で多くの指摘がなされている。 
 
3.2.3 手間・取引コスト 

ベトナム政府内・ドナー間・日本関係機関内でそれぞれ実効性ある調整枠組みが整

備されている。ベトナム政府内の調整については、PRSCのラウンドが進むにつれて経

験やノウハウを蓄積し、効率的な対応ができるようになってきている11。図 4、5、6、
7 は、ベトナム政府内の調整メカニズムを示したものである。副首相を委員長とする

国家運営委員会(National Steering Committee)が 2002 年に形成されており、関係省庁や

ベトナム国家銀行(State Bank of Vietnam)が同委員会に参加している。同委員会は、

CPRGSの実施やPRSC全体に関わる政策決定の最高機関としての役割を果たしている。

PRSCの実施機関はベトナム国家銀行が務めている。 
PRSCの準備・実施に関わる作業量の増加やプログラム自体の重要性に鑑みて、

PRSC3 以降は、ベトナム国家銀行国際協力局のもとに専属の調整機関であるプログラ

ム調整ユニット(PCU)が設置され、一連のPRSCの準備・実施の任にあたっている。

PCUはベトナム政府内およびベトナム政府・ドナー間の政策対話のワン・ストップ・

プラットフォームとして重要な役割を果たしている12。上述のとおり、PRSCは時代に

応じて対象となる改革分野を拡大してきている。PCUの運営費(人件費/給与を含む)は
ドナーからの資金協力でまかなわれている。 
新規ドナーの参入により PRSC の準備・実施にかかわる調整が複雑化してきており、

また、各ドナーの多様性(多様な関心事項や優先分野等)を反映して、政策アクション

の選定プロセスは複雑になってきているが、現時点では対応可能な範囲におさまって

いる。世界銀行は取りまとめ役として、ドナー関係機関およびベトナム政府・ドナー

間の調整役をになっており、多くの調整コストを負担している。ベトナムでは政府お

よび関係ドナーは、従来から調和的・協力的に PRSC プロセスを進めており、効率性

向上に役立っている。ベトナム政府自身、PRSC の経験を重ねるごとにオーナーシッ

プを強化してきており、PRSC プロセスに積極的に関与している。 
日本の関係機関の調整は、現場レベルでは現地 ODA タスクフォースを通じて行わ

れている(大使館、JBIC・JICA・JETRO の各事務所)。現場と東京側の密接な調整に加

えて、東京側の関係省庁および JBIC/JICA の各本部間での調整も行われている。 
 
 
 
 
 
 

                                                  
11 ベトナム政府関係者の発言。 
12 ベトナム政府関係者の発言。 
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ベトナム政府内の調整メカニズム 
出典(図 4～7)：ベトナム国家銀行 PCU 

図 4  PRSC 国家運営委員会(NSC) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

* 国家運営委員会は CPRGS および PRSC の実施を担う最高政策決定機関で 2002 年に設立された。委

員会メンバーの副大臣は、所属する省の大臣より任命される。 

委員長 
 第一副首相 

副委員長 
ベトナム国家銀行副総裁 

Mr. Phung Khac Ke 

NSCメンバー 
財務省 
副大臣 

NSCメンバー

計画投資省 
副大臣 

NSCメンバー

国家監査院 
副総裁 

NSCメンバー 
その他関係省庁 

副大臣 

 
 
 
 
 

図 5  PRSC 事務局 

事務局長 
ベトナム国家銀行 
国際協力局 局長 

メンバー 
財務省 

対外金融局局長 

メンバー 
計画投資省 

対外経済局副局長 

メンバー 
関係省庁 

関係局の代表 
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図 6  省庁レベルのマネジメント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

* PRSC のプログラム調整ユニット(PCU)は PRSC 3 以降に設立された。PCU は PRSC の準備・実施・モ

ニタリングおよび、政府関係機関や世界銀行・他ドナーとの調整に多大な貢献を行っている。 

 

ベトナム国家銀行 
 (主導機関) 

国際協力局 
(主導局) 

PRSCプログラム調整 
ユニット 

財務省 計画投資省 その他関係省庁 

主導局 主導局 主導局 

関係局 関係局 関係局 関係局 関係局 関係局 

 
図 7  ベトナム国家銀行の PRSC への関与 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ベトナム国家銀行 
副総裁を長とする 

国際協力局 
(主導局) 

戦略局 監督局 金融局 銀行およびノンバンク

金融機関局 

• 銀行改革ロードマップの策定 
• 国営商業銀行の株式化 
• ベトナム国家銀行の機能強化

• 国際会計基準に沿った形での融資分類 
• 国営商業銀行へのクレジットマニュアルの

導入  
• マイクロファイナンス機関への規則の制定 

• バーゼルコアプリンシパ

ルの導入 
• 金融セクターの監督強化 

• 金融セクターに関わる関

連データの提供 
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ベトナムでは毎年継続的に PRSC が実施されているが、これは、付随する取引コス

トが対応可能な範囲におさまっているためだと考えられる。アジアの他国の状況を見

ると、必ずしも継続的に実施されていない(表 4 参照)。これは、取引コストが非常に

大きく、PRSC プロセスがうまく管理できていないことが原因と考えられる。なお、

ベトナムは他国から PRSC 実施の手本とみなされており、ラオスの調査団がベトナム

の PRSC の経験を学ぶ目的で 2 度来越している。 
 

表 4  国際的にみた PRSC の実施状況(アジア諸国)  
                                （フェーズ） 
地域 国 FY01 FY02 FY03 FY04 FY05 FY06 FY07

カンボジア       1 
ラオス     1 2 3 

東アジア 

ベトナム 1 (I) 1 (II) 2 3 4 5 6 
ネパール    1    
パキスタン     1 1 [+]  

南アジア 

スリランカ   1  2   
出典：世界銀行資料 

3.2.4 効率性の評価 
PRSC 資金は各改革分野の追加的支出に貢献していること、時間的観点からは、政

治要因等によりコントロールがきかない面があるが、一定のプレッシャーのもと効率

的に実施されていることが分かった。手間・取引コストの観点からは、ベトナム政府

内・ドナー間・日本関係機関内でそれぞれ実効性ある調整枠組みが整備されており、

新規ドナー参入等により調整は複雑化しているものの、現段階では対応可能な範囲で

ある。以上より、事業は効率的であったと評価できる。 
 
3.3 有効性（レーティング：a） 
有効性の評価では、①PRSC アウトカムの達成度、②日本／JBIC にとっての有効性

(特に、投資改善効果および日越共同イニシアティブとの関係、T/A やプロジェクトの

協議・発掘の場としての有効性)の 2 つの視点から評価を行った。 
 

3.3.1 PRSC アウトカムについての達成度 
日本政府／JBICとして特に重視する改革分野のうち、金融セクター改革に遅延が見

られるものの、その他の分野(公共財政管理、計画プロセス、民間セクター開発、国営

企業改革)についてはおおむね予定どおりに改革が進んでいる。金融セクター改革は、

法的枠組みの整備の遅れ(特に法律文書間の整合性確保の問題)がおもな原因で遅延が

生じている13。 

                                                  
13 ベトナム政府関係者の発言。なお、現在、国営商業銀行大手のベトナム外商銀行(ベト

コムバンク)の改革が進められており、ベトナム市場における新規株式公開(IPO)が行われ

ている。これが成功すれば金融セクター改革全体にも弾みがつくだろうと現地では指摘さ
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表 5 は PRSC3、4、5 のプログラム形成時に JBIC が抽出した、各重点分野における

運用効果指標をまとめたものである。進捗状況の欄は、世界銀行の実施完了結果報告

書 (ICR、2007 年 6 月 29 日)を参照した。 
 

表 5  開発成果発現に向けての進捗状況 
指標名 基準値(2003) 目標値(2006) 進捗状況 

公共財政管理： 
維持管理費用への

十分な考慮の確保 

（U）不十分 
限定的な進捗 

基 準 値

（ U ） より

も改善する 

(S)十分 
適切な財源をともなわない

公共投資事業を禁止した。

中期支出枠組み(MTEF)が 4
セクター14における投資支出

と経常支出の統合を促進し

た 
計画プロセス： 
成長と貧困緩和へ

のインパクトに基

づく基準による公

共投資事業の選定

審査 

（S）十分 
CPRGS へのイン

フラ整備の役割

の組込み 

基準値（S）
を維持もし

くは改善す

る 

（S）十分 
公共投資事業の準備、審

査、実施に係る基準の改善

が投資選択の改善および透

明性確保の拡大をもたらし

た 
民 間 セ ク タ ー 開

発： 
すべての企業への

共通の規制適用に

よる平等な競争条

件の確保 

（U）不十分 
限定的な進捗 

基 準 値

（ U ） より

も改善する 

（S）十分 
新土地法により、土地への

アクセスが改善した。法人

税が統一化した。新(統一)企
業法と共通投資法により、

より平等な競争条件が確保

された 
国営企業改革： 
約 2100 社までの国

営企業の削減 

（PS）部分的 
2001 年の 5334
社から 2003 年度

には 4361 社に削

減 

基 準 値

（PS）を維

持もしくは

改善する 

（S）十分 
国営企業数が約 2000 社まで

減少した。大規模国営企業

の株式会社化が促進した。

国営企業の株式が競売で売

却された 
金 融 セ ク タ ー 改

革： 
ベトナム国家銀行

(SBV) の監督・規

制機能への特化 

（U） 不十分 
SBV の各国営銀

行に対する「所

有者」「監督者」

それぞれの権限

分離が行われて

いない 

基 準 値

（ U ） より

も改善する 

（PS）部分的 
SBV の監督・規制機能を強

化すべく、銀行セクター改

革の包括的ロードマップが

承認された。「バーゼルコア

プリンシパル」に基づく自

己評価が完了した 
 
有効性の分析を行う際は、PRSCを通じて整備された改革の枠組み(例：策定された

                                                                                                                                                  
れており、ベトコムバンクの IPO は今後の金融セクター改革の一番のメルクマールとして

注目されている。 
14 教育、農業・農村開発、保健、運輸の 4 分野 
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法律文書等)の実効性も検討する必要がある。PRSCの政策アクションを実施細則レベ

ルに設定し、適切なマイルストーンを選定することで改革の実施促進をはかることは

可能である15。しかし、PRSCは万能薬にはなりえず、改革の実効性を確保するために

は限界がある  (詳細は、3.5.1 PRSCを通じて形成された機能の持続性：Functional 
sustainability参照) 。 
 
3.3.2 日本／JBIC にとっての有効性 

投資環境整備のための日越共同イニシアティブとの関連では、因果関係を明確に示

すことは困難だが、ベトナムへの投資(全体)の推移および日本のベトナムへの投資の

推移を見ると、いずれも投資の増加が PRSC の供与時期と一致していることがわかる 
(グラフ 1、2 参照)。なお、投資の増加傾向は 2000 年ころから始まり、現在の投資ブ

ームへと続いているが、これはベトナムの WTO 加盟に向けて改革に着手した時期と

一致している。2000 年 7 月に締結された米越通商協定においてベトナムの WTO への

加盟が条件に含まれており、これによってベトナムの改革の方向性の基調が決定した。

実際、PRSC で取り上げてきた改革項目は WTO コンプライアンスと整合的で、PRSC
はベトナムの WTO 加盟を支援するツールであったとも考えられる。こうした状況を

ふまえて、投資家にとってベトナムへの投資のハードルが下がったことが投資の増加

の一因と考えられる(投資家たちは、ベトナムが協定違反を行えば WTO に提訴できる

ことを認識していた)。 
画期的な進展の具体例として、「取締役会の全会一致ルールの撤廃」が挙げられる16。

これは、不当な投資ルールとして日越共同イニシアティブでも指摘されてきた事項で、

合弁会社の決定に際して、役員会の全会一致性が規定されていたもの。これが撤廃さ

れることにより意思決定プロセスの迅速化が期待されているが、今後は実効性をいか

に確保していくかが問題となる。 

                                                  
15 たとえば、共通投資法や統一企業法の下に制定されている多くの政令は法律の実施を規

定するものである。 
16 現地日本人投資家の発言。 
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グラフ 1  ベトナムへの投資(全体)の推移(新規許可額・実行額) 
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出典：JICA 専門家資料 

 
グラフ 2  日本のベトナムへの投資(新規許可案件)の推移 
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次に、技術協力やプロジェクトの協議・発掘の場としての PRSC の有効性について

は、PRSC での政策協議が技術協力やプロジェクト援助などの具体的な支援につなが

っており、現場での能力強化や制度構築の取り組み等を通じて改革の実効性向上に貢

献している。 
表 6 は、PRSC での政策協議が結実し、具体的な技術協力やプロジェクト支援等に

つながった事例をまとめたものである。PRSC での政策対話を通じた改革支援(枠組み

整備・施策の検討)と、現場での具体的な案件・プロジェクト支援は互いに相乗効果が

あり、いずれも改革の実効性を確保するために重要である。 
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表 6  PRSC での政策協議が結実し技術協力やプロジェクト等につながった事例 

PRSC 政策協議で 
指摘された開発課題 

JICA 案件 JBIC 案件 

開発援助基金(DAF)の透明

性向上 
「ベトナム国家銀行キャパ

シティ強化プロジェクト」

(技プロ)を準備中 

ベトナム開発銀行のリスク

管理体制強化に向けたアク

ション・プラン作成に係る

委託調査を実施 
交通安全対策 2007 年 8 月から交通安全

マスタープランの開発調査

を実施中 

2006 年度案件として「北

部国道交通安全強化事業」

を承諾 
マスタープラン／地域開発

計画の策定に係る規定の策

定 

北西部山岳地域農村開発マ

スタープラン（開発調査）

を実施中 

貧困地域小規模インフラ整

備事業（III）の案件形成を

行う予定 
運輸セクターの中期支出枠

組み(MTEF)策定 
運輸セクターパートナーシップグループにて後押し(JBIC
共同議長) 

下水道政令の発布 政令の実施支援(技プロ)を
検討中 

SAPI・委託調査でインプッ

ト 
 
3.3.3 有効性の評価 

アウトカムの達成においては、金融セクター改革に遅延が見られるものの、その他

の改革分野については概ね予定通りに改革が進んでいる。また、投資環境整備につい

てはベトナムへの投資(全体および日本)が増加しており、PRSC の供与時期とも一致し

ていた。日本／JBIC の援助においては、PRSC での政策協議が具体的な T/A やプロジ

ェクトにつながっており、改革の実効性向上に貢献している。以上より、本事業の実

施によりおおむね計画どおりの効果発現が見られ、有効性は高いと考えられる。 
 

3.4 インパクト 
図 10 はアウトカムからインパクトへのリンケージを示した概念図である。アウト

カムは PRSC の 3 本柱：①市場経済への移行、②包括的で持続的な開発、③近代的ガ

バナンスの構築である。本概念図は、OECD DAC 一般財政支援共同評価報告書を参照

に、今次事後評価用に加筆したものである。インパクトにおいては、上位目標である

経済成長および貧困削減の観点から分析を行った。 
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図 10  アウトカム→インパクトのリンケージ概念図 
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出典：OECD DAC 一般財政支援共同評価報告書(2006)を一部アレンジ 

 

3.4.1 経済成長 
ベトナムはめざましい経済成長と堅調な貧困削減・社会開発の実績を有しており、

増加傾向にあるベトナムへの投資の推移とも整合的である。ベトナムは、輸出・外国

投資の伸びを原動力とした経済発展が軌道に乗り、政府による景気刺激策や経済改革

の推進等により、2002～2004 年にかけて毎年実質 7％超の高い GDP 成長率を維持した。

また 2005 年以降は、SARS・鳥インフルエンザ、悪天候、物価の高騰、インフレ、ダ

ンピング訴訟等による悪影響にもかかわらず、8％を超える高い経済成長率を達成し、

ベトナム経済の回復力の強さを証明した。外国直接投資(FDI)はベトナムの WTO 加盟

により一層促進された(図 11 参照)。 
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図 11  主な経済指標 

 
 
3.4.2 貧困削減および MDGs の達成度 

社会開発分野については、人口全体に占める貧困層の割合は 1993 年の 58.1％、2002
年の 28.9％から 2004 年の 19.5％まで低下してきている(図 12 参照)。また、2015 年ま

での達成が掲げられている MDG 目標の主要 10 項目のうち 4 項目について、ベトナム

はすでに達成済みであり、残り 5 項目についても 2015 年より前倒しで達成することが

見込まれている(図 13 参照)。国際社会におけるベトナムの地位は向上してきており、

今後もベトナムは開発・成長のポテンシャルが高い国と認識されている。外国投資家

からも魅力的な投資先と注目されている(計画投資省、世界銀行資料)。 
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図 12  貧困関連データ 

 
 
図 13  MDG 関連データ 
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3.5 持続性（レーティング：b） 
持続性の評価では、①PRSC を通じて形成された機能の持続性、②日本／JBIC の

PRSC 枠組み参加の二つの視点から評価を行った。 
 

3.5.1 PRSC を通じて形成された機能の持続性：Functional sustainability 
PRSC のメカニズム自体は、2011 年以降ベトナムが IDA 有資格から卒業する(中所得

国になる)ことによりなくなることが見込まれるが、PRSC のアウトプットやアウトカ

ムの有効性がその後も中長期的に維持されるためには PRSC を通じて形成された「機

能」の持続性が重要な鍵を握る。 
ここで「機能」とは、過去のPRSCプロセスを通じて関係者に蓄積された経験、知識、

スキル等を言いう。こうした機能は今後のPRSCのオペレーションのみならず、将来の、

ベトナム政府による全般的な政策形成や改革の取り組みにもおおいに役立つ。ベトナ

ム政府はこうした機能を日常業務にも発揮してきており、政府内部および関係ドナー

や投資家とのコミュニケーションの強化や調整の促進、政策対話のチャネルの強化に

努めてきた17。また、ドナー側もPRSCプロセスを通じて、ベトナム政府との調整向上

や政策対話の強化をはかってきた。 
ここで「持続性」とは、ベトナムの IDA 卒業により PRSC の実体がなくなった後も

上記の「機能」が残るか、どの程度残るかを言う。2011 年以降、PRSC に続く何らか

の政策支援が実施される場合、PRSC とは異なる形態が採用される可能性がある。従

来どおりに、ベトナム国家銀行が政府内の主導機関として調整の任を果たすとは限ら

ない。実際、ベトナム政府がその役割を他の機関に移管する可能性もあるが、その際、

蓄積された「機能」が移管先機関で十分発揮されることが肝要である。したがって

「機能」と「組織」は分けて考えるべきである。重要なのは、ベトナム国家銀行が

PRSC 主導機関としての組織(PCU)を存続させることではなく、仮に主導機関が別の組

織に移管された場合でも、PRSC を通じて醸成された「機能」がそこで維持・強化さ

れていくことである。 
将来、PRSC 後の政策支援メカニズムにおいても PRSC の「機能」が維持・強化され、

調整コストが管理下にとどめられることが望まれる。グラフ 3 は過去の PRSC の年こ

とのディスバース額の合計および参加ドナーの数を示している。PRSC のラウンドが

進むにつれてドナーの数と供与金額がそれぞれ増加しており、ドナー間調整の取引コ

ストは増加傾向にあると言える。他方、PRSC が継続的に供与されている事実をふま

えると、取引コストは対応可能な範囲内にとどまっていることがわかる。すなわち、

現状では「機能」の持続性が確保されるための基盤は備わっていると考えられる。 
 
 
 
 

                                                  
17 ベトナム政府関係者の発言。 
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グラフ 3  PRSC 各ラウンドごとのディスバース額および参加ドナーの数 
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出典：世界銀行資料を一部アレンジ 

 
ベトナム政府はPRSCの経験を通じて、改革にともなうさまざまな変化への対応方法

を学んできた。ベトナムが国際経済統合を加速させるにつれて、同国を取り巻く経済

環境の変化に適切に対応することが求められている。ベトナムは金融目的の投資の増

加により、国際市場にさらされる度合いをいっそう強めており、あらたな開発課題に

直面している。今後は、こうした国際市場動向の早い変化にきちんと対応できる「機

能」を整備していくことが肝要である18。PRSC後の政策支援メカニズムでは、従来の

外国直接投資(FDI)目的の投資家(ex.製造業等)に加え、国際金融市場における投資家も

念頭においた、外向きの改革・シグナリングを発信することが必要であり、市場にお

ける期待を有効に管理するために、ベトナム政府は政策スタンスをきちんと外部の潜在的

投資家に伝える必要がある19。 
今後、ベトナムの中所得国への移行にともなって(2011 年以降)、政府は市場から直接資

金調達を行い、開発資金に充当していくという選択肢も増えてくることが見込まれる。そ

の際、ベトナム政府が引き続きドナーと調整をはかりつつ、金利面で有利な譲許性ある資

金調達を行っていく意思があるのか、あるいは他の資金源からより高い金利で調達する選

択肢をとるのかといった問題が注目される。その際、ベトナム政府はドナー調整に関わる

取引費用等も考慮に入れて比較検討を行い、自身にとって最も望ましい選択を行うことが

見込まれる。こうした将来予測を念頭に、ドナー側も、今後中所得国といかにかかわって

いくか戦略を練る必要がある。 
PRSC の効果・実効性は、現場レベルでの技術協力による補完があってこそ持続的であ

る。上述のとおり、PRSC 単独では万能薬になりえない。PRSC は政策課題の最重要項目

                                                  
18 現地ドナー関係者の発言。 
19 現地ドナー関係者の発言。 
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を取り扱うもの、政策上流の改革の大きな方向性にかかわる枠組みづくりに資するもので

あり、実際に改革を推進するために必要となる現場でのきめ細かい能力構築や制度強化に

は、技術協力が不可欠である。したがって、改革の実効性を確保するためには、PRSC を

通じた枠組みづくり・政策アクションと、技術協力の補完性・相乗効果に留意することが

重要である。 
ベトナムのさらなる国際経済統合に鑑みて、今後は国際金融市場のファンド投資家

のニーズにも適切に応えていく技術支援の供与が肝要である。ベトナムは国際金融市

場からの圧力にさらされていっそうの制度改革が求められており、PRSC のラウンド

が進むにつれて改革の内容の難易度が上がってきていると言える。 
 
3.5.2 日本／JBIC の PRSC 枠組み参加の持続性 

日越共同イニシアティブとの関連では、ルールの策定自体は意味がなく、今後、い

かに実効性を確保するかが問題である。ベトナムはWTOの時代になっており、すでに

EPAの時代に突入している。EPAで実利が取れるのであれば、EPAを推進すべきである
20。 
同様に、PRSC についても政策アクションをつくること自体が目的ではなく、現場

レベルで、実際の制度強化や能力向上につなげていくことが重要である。すなわち、

JBIC は PRSC で議論された開発課題をきちんと現場レベルでの技術協力につなげ、具

体的な制度改革や能力強化をはかることにより PRSC の実効性を確保していくことが

必要。 
 
3.5.3 持続性の評価 

PRSC のメカニズム自体は、2011 年以降、ベトナムが低所得国から卒業することに

よりなくなることが見込まれるが、PRSC を通じて形成された機能が今後も持続的で

あるためには次のしくみを整備していくことが重要である。 
・調整コストを抑えて機動性・効率性を確保できる調整メカニズム 
・ベトナムをとりまく国際市場動向の早い変化に対応できるメカニズム 
・改革の実効性を確保するための技術協力を補完的に実施できるメカニズム 

 ベトナムの改革が進むにつれて難易度が上がってきており、円滑に進まない可能性

も考えられる。このため、事業の持続性は中程度と評価される。 
 

4．結論および教訓・提言 
4.1 結論 
以上により、本事業の妥当性、有効性、効率性は高く、事業全体としては、評価は

非常に高いと言える。一方、PRSC を通じて形成された機能の持続性を高めるために

は、調整メカニズム、外部環境に迅速に対応するメカニズム、改革の実効性を確保す

るための他スキームとの補完メカニズム等を整備する必要があると考えられる。 
 

                                                  
20 現地日本人投資家の発言。 
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4.2 教訓 
＜JBIC および日本関係者向け教訓＞ 
・PRSC プロセスは現地主導で進められ、継続的な参加が求められることから、現

地ベースでの対応強化が必要(JBIC・JICA の現地体制および現地 ODA タスクフ

ォース)。同時に、東京サイドからのサポート体制も必要(JBIC・JICA 本店関係

部および関係省庁)。 
・現地 ODA タスクフォース内での権限・役割分担の明確化により、現地の日本関

係機関の調整コストを抑え、意思決定を迅速化することが必要。 
・PRSC はベトナムの全般的・分野横断的な政策イシューを扱うことから、大局的

かつ中長期的視点からベトナム政府の改革課題について理解を深め、分析・提言

を行っていくことが重要。日本政府/JBIC は、各改革分野における実際的な政策

対話のエントリーポイントを見つけて積極的に関与していくことが重要。 
・日本政府／JBIC はベトナムの制度・政策改善を促進し、改革の実効性を高めてい

くために、マルチ・バイのさまざまなチャネルから多面的に開発課題に取り組ん

でいくことが重要。PRSC 枠組みを基盤とした政策改革支援(多国間援助)とプロジ

ェクト/プログラム支援(二国間援助)は相乗効果を有する。現地では援助協調抜き

にして制度・政策改善に関与していくことは事実上不可能であり、PRSC への参

加の際は下記事項に十分留意する必要がある。 
・他ドナーの支援との整合性を十分考慮すること 
・他ドナー支援との相乗効果も考慮し、必要に応じて協調・連携をはかっていく

こと 
・ベトナム側のオーナーシップやドナーの多様性(優先分野やモダリティ等)を尊重

すること 
・技術協力と PRSC は改革プロセスのさまざまな段階で相乗効果を発揮することが

可能である。現場でのきめ細かい技術協力の取り組みを通じて指摘された政策課

題を PRSC の政策対話に持ち込むこと、同様に、PRSC を通じて議論された政策

課題を現場の技術協力につなげて、実効性を高めることの双方が重要。すなわち、

技術協力→PRSC および PRSC←技術協力といった双方向の流れを意識すること

が肝要。 
 
4.3 提言 
＜JBIC および日本関係者向け提言＞ 
・JBIC および日本関係者は今後とも政策アクションに能動関与していくことが重要。

PRSC での議論を単なる枠組みレベルにとどめるのではなく、改革の実効性を確

保し実施を促進するためには今後、特に現場レベルで技術協力につなげ、具体的

な制度改革や能力強化をはかることが肝要。 
＜ベトナム政府および関係ドナーへの提言＞ 
・ベトナムをとりまく環境が変化していくなか、国際金融市場や潜在的ファンド投

資家など、従来必ずしも十分に認識してこなかった外のステークホルダーにも意

識を向けて、PRSC メカニズムを通じて外向きの発信・シグナリングを行ってい
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くことが重要。 
＜ベトナム政府への提言＞ 
・ベトナムの改革を引き続き推進するために、PRSC 後の支援枠組みとしてベトナ

ム政府はあらたな制度・調整メカニズムを設置する可能性がある。すなわち、

PRSC 自体が進化をとげ、当初のマクロ経済関連の改革分野から社会セクター開

発やガバナンス等を含む、全体的・包括的な改革を扱うようになったことをふま

え、PRSC 後の支援枠組みとして、ベトナム国家銀行の役割を継承するあらたな

調整機関が設置されることも考えられる。その場合、たとえば、首相府のもとに

実施機関(直属の組織)をつくり、ベトナム政府の全般的な改革プロセスの調整を主

導的に行うようにするのも一案であろう。その際、過去の経験から蓄積された

PRSC の「機能」を十分活用し、既存の国家運営委員会や関係省庁等とも密接に

連携をはかっていくことが重要である。 
 

以 上 
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